
サービス種類
サービス内容
（算定項目）

摘要記載事項 備　　考

「サテライト」の略称として英字２文字を
記載すること。
　例　ＳＴ

　計画上の所要時間を分単位で記載するこ
　例　260分
　単位を省略することも可。
　例　260

　対象者が死亡した日を記載すること。
なお、訪問看護を月の末日に開始しターミ

ナルケアを行い、その翌日に対象者が死亡し
た場合は、死亡した年月日を記載すること。
　例　20030501
　（死亡日が2003年5月1日の場合）

病院若しくは診療所または介護保険施設か
ら退院・退所した年月日又は要介護・要支援
認定を受けた日を記載すること。

　例　20060501
　（退院（所）日が2006年5月1日の場合）

算定回数に応じて訪問日等を記載すること
（訪問日等が複数あるときは「、」で区切
る）。

　例　6、20日
　単位を省略することも可。
　例　6、20

病院若しくは診療所または介護保険施設か
ら退院・退所した年月日又は要介護認定を受
けた日を記載すること。
　例　20060501
　（退院（所）日が2006年5月1日の場合）

福祉用具貸与 別記を参照

　福祉用具貸与を開始した日付を記載するこ
と。

　例　6日
　単位を省略することも可。
　例　6

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載す
ること。
　１　多床室入所

　３　感染症等により医師が必要と判断した

　　従来型個室への入所者

　４　居住面積が一定以下

　５　著しい精神症状等により医師が必要と

　　判断した従来型個室への入所者

福祉用具貸
与、介護予防
福祉用具貸与

特別地域加
算、中山間地
域等における
小規模事業所
加算、中山間
地域等に居住
する者への
サービス提供
加算を算定す
る場合

短期入所生活
介護、介護予
防短期入所生
活介護

多床室のサー
ビスコードの
適用理由

　一月内で複数の滞在理
由に該当する場合は、最
初の滞在理由を記載する
こと。
　同時に複数の理由（例
えば感染症等による入所
で居住面積が一定以下）
に該当する場合は、最も
小さい番号を記載するこ
と。

居宅療養管理
指導、介護予
防居宅療養管
理指導

通所リハビリ
テーション

短期集中リハ
ビリテーショ
ン実施加算を
算定する場合

訪問看護 ターミナルケ
ア加算を算定
する場合

訪問リハビリ
テーション、
介護予防訪問
リハビリテー
ション

短期集中リハ
ビリテーショ
ン実施加算を
算定する場合

摘要欄記載事項

サテライト事業所からのサー
ビス提供（訪問介護・訪問看
護・通所介護・介護予防訪問
介護・介護予防訪問看護・介
護予防通所介護・夜間対応型
訪問介護・認知症対応型通所
介護・小規模多機能型居宅介
護・介護予防認知症対応型通
所介護・介護予防小規模多機
能型居宅介護）

訪問介護 身体介護４時
間以上の場合

身体介護４時間以上に
ついては、１回あたりの
点数の根拠を所要時間に
て示すこと。
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サービス種類
サービス内容
（算定項目）

摘要記載事項 備　　考

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載す
ること。
　１　多床室入所

　３　感染症等により医師が必要と判断した

　　従来型個室への入所者

　４　居住面積が一定以下

　５　著しい精神症状等により医師が必要と

　　判断した従来型個室への入所者

特定施設入居
者生活介護、
介護予防特定
施設入居者生
活介護

外部サービス
利用型におけ
る福祉用具貸
与、介護予防
福祉用具貸与

別記を参照

　家庭等への訪問日を記載すること。

　例　20日
　単位を省略することも可。
　例　20

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載す
ること。
　１　多床室入所

　２　制度改正前入所による経過措置

　３　感染症等により医師が必要と判断した

　　従来型個室への入所者（30日以内の者）

　４　居住面積が一定以下

　５　著しい精神症状等により医師が必要と

　　判断した従来型個室への入所者

　対象者が死亡した日を記載すること。
　例　20060501
　（死亡日が2006年5月1日の場合）

　家庭等への訪問日を記載すること。
　例　20日
　単位を省略することも可。
　例　20

　訪問看護指示書の交付日を記載すること。
　例　20日
　単位を省略することも可。
　例　20

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載す
ること。
　１　多床室入所

　２　制度改正前入所による経過措置

　３　感染症等により医師が必要と判断した

　　従来型個室への入所者（30日以内の者）

　４　居住面積が一定以下

　５　著しい精神症状等により医師が必要と

　　判断した従来型個室への入所者

　当該施設に入所した日を記載すること。
　例　20060501
　（入所日が2006年5月1日の場合）

　対象者が死亡した日を記載すること。
　例　20080501
　（死亡日が2008年5月1日の場合）

介護保健施設
サービス

短期集中リハ
ビリテーショ
ン実施加算、
認知症短期集
中リハビリ
テーション実
施加算を算定
する場合

ターミナルケ
ア加算

老人訪問看護
指示加算

多床室のサー
ビスコードの
適用理由

　一月内で複数の滞在理
由に該当する場合は、最
初の滞在理由を記載する
こと。
　同時に複数の理由（例
えば感染症等による入所
で居住面積が一定以下）
に該当する場合は、最も
小さい番号を記載するこ
と。

介護福祉施設
サービス、地
域密着型介護
老人福祉施設
サービス

退所前後訪問
相談援助加算

多床室のサー
ビスコードの
適用理由

　一月内で複数の滞在理
由に該当する場合は、最
初の滞在理由を記載する
こと。
　同時に複数の理由（例
えば感染症等による入所
で居住面積が一定以下）
に該当する場合は、最も
小さい番号を記載するこ
と。

短期入所療養
介護、介護予
防短期入所療
養介護

多床室のサー
ビスコードの
適用理由

退所前後訪問
指導加算

　一月内で複数の滞在理
由に該当する場合は、最
初の滞在理由を記載する
こと。
　同時に複数の理由（例
えば感染症等による入所
で居住面積が一定以下）
に該当する場合は、最も
小さい番号を記載するこ
と。

看取り介護加
算
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サービス種類
サービス内容
（算定項目）

摘要記載事項 備　　考

　他科受診を行った日を記載すること（複数
日行われたときは「、」で区切る）。
　例　6、20日
　単位を省略することも可。
　例　6、20

　家庭等への訪問日を記載すること。
　例　20日
　単位を省略することも可。
　例　20

　訪問看護指示書の交付日を記載すること。
　例　20日
　単位を省略することも可。
　例　20

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載す
ること。
　１　多床室入所

　２　制度改正前入所による経過措置

　３　感染症等により医師が必要と判断した

　　従来型個室への入所者（30日以内の者）

　４　居住面積が一定以下

　５　著しい精神症状等により医師が必要と

　　判断した従来型個室への入所者

　対象者が死亡した日を記載すること。
　例　20090501
　（死亡日が2009年5月1日の場合）
　通所、訪問、宿泊のサービスを提供した日
数を、二桁の数字で続けて記載すること。

　例　100302
　（通所サービスを10日、訪問サービスを3
日、宿泊サービスを2日提供した場合）
　例　150000
　（通所サービスを15日提供し、訪問サービ
ス・宿泊サービスを提供しなかった場合）

小規模多機能型居宅介護又は介護予防小規
模多機能型居宅介護の事業を開始した日を記
載すること。

　例　20090401
　（事業開始日が2009年4月1日の場合）

割引の率を％の記号をつけて記載するこ
　例　5％
　％を省略することも可。
　例　5

認知症対応型
共同生活介護

看取り介護加
算

同日内に複数のサービス
を提供した場合において
も、それぞれのサービス
で日数を集計し、記載す
ること。（例えば通所と
訪問のサービスを同日に
提供した場合、通所と訪
問のそれぞれで１日とし
て記載すること。）

小規模多機能
型居宅介護
費、介護予防
小規模多機能
型居宅介護費
（加算を除
く）

多床室のサー
ビスコードの
適用理由

他科受診時費
用

退院前後訪問
指導加算

老人訪問看護
指示加算

　例　ＳＴ／260／5％（サテライト事業所から260分の訪問介護を5％の割引率で実施した場合。）

介護給付費の割引

　複数の適用記載事項がある場合は、表上の掲載順に従って「／」で区切って記載すること。

事業開始時支
援加算を算定
する場合

小規模多機能
型居宅介護、
介護予防小規
模多機能型居
宅介護

介護療養施設
サービス

介護療養施設
サービス

　一月内で複数の滞在理
由に該当する場合は、最
初の滞在理由を記載する
こと。
　同時に複数の理由（例
えば感染症等による入所
で居住面積が一定以下）
に該当する場合は、最も
小さい番号を記載するこ
と。
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（別記）

介護保険請求時の福祉用具貸与における商品コード等の
介護給付費明細書の記載について

　介護給付費明細書へ記載するコードについては、テクノエイド協会が付しているＴＡＩＳ
コード又はＪＡＮコードを有している商品についてはいずれかのコードを記載することとす
ること。
　また、両方のコードを有している商品については、どちらのコードを記載しても差し支え
ないこと。

１　（財）テクノエイド協会が構築している福祉用具情報システムに登録をしている商品に
　について
　(1)　既にテクノエイド協会で付している番号の内、企業コード（５桁）及び商品コード
　　（６桁）を左詰で記載すること。その際に企業コードと商品コードの間は「－」でつな
　　ぐこととすること。
　(2)　２以上コードを有している商品については、どの種別で保険請求しているかという観
　　点からコードを記載すること。
２　ＪＡＮコードを取得している商品については、ＪＡＮコードを左詰で記載
３　いずれのコードも有していない商品については、次のとおりローマ字で記載
　(1)　メーカー名と商品名を英字（ヘボン式で大文字）で記載し、その間は「－」でつなぐ
　　こととすること。
　　　なお、最初の１０桁はメーカー名、残りの９桁については商品名とすること。
　(2)　メーカー名の記載については、株式会社等の各企業で共通するような名称を除き、次
　　頁に定める変換方法により英字（ヘボン式で大文字）で記載
　（例）アメリカベッドメディカルサービス株式会社　→　AMERIKABET
            株式会社松本製作所 　　　　　　　　       　 →　MATSUMOTOS
　(3)　商品名の記載については、型番を有している商品については型番を記載し、型番がな
　　い商品については、商品名を別紙に定める変換方法により英字（ヘボン式で大文字）で
　　記載（ヘボン式については次表を参照のこと。）
　（例）自走式車いす    ＡＡ－１２                →　AA－12
          　　　　　　　　アルミ製標準車          →　ARUMISEIH

（参考）    ＪＡＮコードとは、「国コード」、「商品メーカーコード」、「商品アイテムコ
　　　　ード」、「チェックデジット」からなる商品識別コードであること。このコードは、
　　　　店舗等で商品に印刷されているバーコードの一つであること。
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